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基調講話

担い手から考える人口減少時代の都市計画とまちづくり

ーデトロイトと福岡県宗像市日の里地区を事例に 一

九州大学 教授

黒瀬 武史氏

●都市計画は人口減少をどう受け止めるのか？

人口減少時代のなかで、 日本各地の自治体が都市のコンパクト化を目指していま

す。 一部のまちでは、 「人が住む」ことを推奨してきた市街化区域から、 「人が住む

ことをお勧めしない」市街化調整区域への変更も計画されました。 ところが、 多く

の変更案は地域住民の反対を受けて見直され、 限定的に実施されています。 このよ

うに市街地縮小の合意形成は難しく、 住民が 「受け入れてよい」と思える生活像を

描くことが大切だと言えます。

●米国の人口減少都市の実態 デトロイト市を事例に

アメリカのデトロイト郊外では、 人口減少によって空き地が増加しており、 問題

点もあリますが良い事例も報告されています。 例えばブライトモア地区は、 移住者

が複数の区画を使って広々と農業を楽しんだり、 空き家を改修した農作業や交流の

拠点ができるなど、 農ある暮らしを楽しめるまちになりつつあります。 これに追随して行政は、 住宅専用地域から都市農業

が可能な地域へと都市計画の変更を行っています。 またバングラタウン地区では、空き地を勝手に使う住民の活動を 「スチュ

ワ ー ドシップ」という言葉を使い褒め育てようとしています。 「土地や建物が余っている都市では、持ち主より担い手が大事」

という視点が重要で、 これを施策として考える時代に変わりつつあります。

●地方都市の郊外ニュ ー タウン 福岡県宗像市日の里地区の事例

福岡県の日の里ニュータウンの事例をご紹介します。 まずご紹介する、 駅前の廃業したコンビニを活用したコミュニティ

スペース「COCOKARAひのさと」は、 地域の人が再生し、売店、預かり保育、在宅看護センター、 自習スペースなどの、様々

な居場所が一つの空間にある、 多年齢の地域住民が交流できる場になっています。 次にご紹介する団地の再生を考える会の

活動は、 ここを拠点に展開しました。 団地の古い住棟を解体し更地にする案に対し、 住民を中心とした検討会が発足し、 住

棟を壊さず使いこなす案が提案されました。 市の協力や地元企業の参加を経て、 現在1棟が再生、 活用されています。 これ

らの活動を受けて宗像市は、 都市計画が今後の地域活動を阻む事が無いよう、 この地区の用途地域指定を変更しています。

●終わりにかえて

人口減少による空き不動産を「なんとかしないといけない」昨今の状況は、 従来の各主体の守備範囲を超えたコラボレ ー

ションを生み出していると言えるのではないでしょうか。 また、これまでは作り手の論理で町が作られてきたと言えますが、

空き不動産が増える時代は、 担い手の論理で町がつくられるきっかけになると思います。 都市計画を考えるときには、 担い

手の発掘や空き不動産の把握が第一歩になり、 また新しい活動を邪魔する用途地域設定の有無の確認が大切になリます。 そ

して、 広い土地をどう豊かに使いこなすか、 という人口減少 「途中」の生活像の提示が求められるのではないでしょうか。
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